
１．はじめに

　本稿の目的は，２０１６年参院選より「新しく」
有権者となった２０歳未満の若者（以下，新有権
者と呼ぶ）における政治関心の形成メカニズム
について，政治的社会化理論の再検討を通じて
実証的に明らかにすることにある。周知の通り，
２０１６年参院選より投票権年齢が１８歳に引き下げ
られた。投票権の１８歳引き下げの目的の一つは，
慢性的な若年層の政治的不活性の改善にある。
実際に，多くの選挙において若年層（とくに２０
代）の投票率は，他の世代に比べても極めて低
い水準にあり，これまでも選挙管理委員会や各
種NPOなどを通じて様々な啓発活動が行われ
てきた。さらに近年は，小学校や中学校での出
前授業や模擬選挙など，投票権を得る２０歳（現
在は１８歳）より前の段階から啓発を行う必要が
あると考えられている（秦・品田 ２０１５）（１）。ま
た，こうした若年層向け啓発が増加する背景に
は，いわゆるシルバー・デモクラシー論（高齢
民主主義）（内田 １９８０；八代 ２０１６）に代表され
るような，若者の低投票率による中長期的な

「民主主義の危機」への懸念がある。
　以上のような若年層の政治的不活性の原因に
関して，政治学でも膨大な知見の蓄積がある。
先行研究では，とりわけ政治的社会化の観点か
ら，概ね「若者は政治的機会が不足しており，
それゆえに政治的に活発でない」というロジッ
クで説明されてきた。なるほど，確かに２０代は
政治に接触する機会も少なく，このロジックは
直観的にもわかりやすい。
　しかしながら，多くの社会調査を見ると，政
治に関心を有する（と回答する）若者は，実は
決して少なくない。たとえば，２０１６年参院選に
おいて読売新聞社が実施した世論調査では，１８
〜１９歳の政治関心層は６７％にも達する（読売新
聞 ２０１６年７月６日）。また「若者の政治離れ」
に類する言説は，あくまでアグリゲートレベル
の投票率を前提とする場合が多く，個人におけ
る「政治との心理的距離」までもまとめて論じ
ることには無理がある。ここからも，（投票に
行くかどうかはさておき）「若者は政治に関心
がない」と一口にまとめて議論することが不適
切であると指摘できよう。まただからこそ，若
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要旨：本稿は，１８・１９歳の新有権者における政治関心の形成メカニズムについて，サーベ
イ実験を通じて明らかにした。若者の政治行動に関する先行研究では，主として政治的社
会化理論を背景に議論される。しかし先行研究では，初期社会化と後期社会化の効果を独
立に検証するがゆえに，各社会化の相互の影響については明らかにされていない。そこで
本稿では，初期社会化が含意する政治規範の伝播と，後期社会化における政治利益の追及
に関するシナリオを用意し，それぞれの情報が，新有権者（若年層）と既存有権者（年長
層）に与える影響を明らかにすべくサーベイ実験を行った。実験結果より，新有権者は政
治規範にのみ，逆に既存有権者は政治利益にのみ反応して政治関心を高める傾向が示され
た。以上の分析結果より，新有権者は利害に関わらず，政治システムそのものの在り方に
関心を向ける傾向にあることが示唆された。
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年層の政治行動を分析する際，行動ではなく意
識レベルにも注目する必要がある。
　ただし，政治に接触する機会が「平等に」少
ない若者においても政治に関心を有する者とそ
うでない者が存在する点についてさほど検討さ
れてこなかった。このパズルを解くためには，
有権者となる前段階からの継続的な政治関心の
形作メカニズムを理解する必要があるものの，
多くの政治系調査では対象を２０歳以上とするが
ゆえに，この点について明らかになっていない。
そこで本稿では「１８〜１９歳の“新しい有権者”
は，いかにして政治関心を形成するか」とのリ
サーチクエスチョンについて，政治的社会化理
論の再検討を通じて明らかにすることを試みる。
具体的には，新有権者の政治関心を高める条件
として，初期社会化が意味する「規範的情報」
と後期社会化が意味する「利益的情報」のいず
れが有効化について，サーベイ実験を通じて検
証する。
　本稿は，以下の通り進められる。２章では，
主に政治的社会化に関する先行研究の整理を通
じて課題点を提示する。続く３章では，年齢集
団間において異なる関心形成のメカニズムを説
明した上で仮説を導出する。４章では本稿の実
験デザインについて詳しく説明した上で，５章
において実験結果の検討を通じて本稿の仮説を
検証する。最後の６章では，分析結果を踏まえ
て，若い有権者の政治行動に関する含意につい
て議論する。

２．先行研究の整理と検討

２．１　政治的社会化の機能に関する再検討
　若年層の政治行動を検討する際，先行研究で
はしばしば政治的社会化理論にもとづいて議論
される（Campbell, Converse, Miller & Storks, 
1960; Atkin & Gantz 1978; Nemi & Hepburn 

1995; Kassimir & Flanagan 2011ほか）。そこで
以下では，政治的社会化に関する先行研究につ
いて整理する。

　政治的社会化は，主に幼少期から青年期に注
目する初期社会化と，主に青年期から成人期以
降に注目する後期社会化のプロセスに大別され
る（Dawson & Prewitt, 1969）。とりわけ本稿が
注目する新しい有権者である１８〜１９歳の若者は，
大学・専門学校への進学率が７割を越える現況
（２）を考慮すると，法的にも実際的にも「社会人」
として扱われる機会は稀有であって，初期社会
化の影響として扱われるべきであろう。
　もっとも，この初期社会化が具体的にどの期
間を指すのかは論者によって異なる。たとえば
グリーンスタインやイーストンらは，小学生卒
業頃までを初期社会化として定義する（Easton 
and Hess 1962; Easton and Dennis 1969; Green-

stain 1965=1989）。日本では，広く高校から大
学の教育が終了するまでを初期社会化の期間と
して捉える事が多い（菊池・斉藤 １９７９；井田 
２００４，２００９；石橋 ２０１４）。
　以上のように初期社会化の期間にはいくつか
の考え方があるものの，政治的学習の順次性
（sequency）を理論的な前提とする点では共通し
ている。すなわち初期社会化は，各種の政治規
範を若い時期に習得し，内面化することによっ
てその国の政治制度へ「適応」することが目的
である。とくに民主主義に対する信頼感の醸成
は，大人になった後の逸脱行為（すなわち，暴
力的な政治行動）の事前予防策ともなる（Al-
mond and Verba 1963）。実際に，政治の細かい
知識がない小学生（３）であっても，「大統領の偉
大さ」や「民主主義の重要さ」といった政治制
度に対する肯定的な認識を持っていることが明
らかされている（Easton and Hess 1960; Green-
stain 1965=1989）。また，初期社会化を通じて
両親の支持政党が子供にも伝播することで政党
帰属意識（Party Identification: PDF）が形作ら
れる（Campbell et al., 1960）。またPIDをはじ
めとして初期社会化において形成された意識は，
生涯にわたって安定的で規定的であることも夙
に知られている（Budge, Crewe and Farlie 1976; 
Jennings and Niemi 1974; 1981）。ただし，米国
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に比して親の党派性が低く，初等教育において
不偏不党が原則となる日本では，特定の政党や
政治家に対する愛着や認識よりも，「政治その
もの」の関心を高めることが初期社会化の役割
として注目される（三宅 １９８５）。
　対して成人以降は，後期社会化による意識形
成が中心となる。後期社会化では，とりわけラ
イフサイクルとの関連において議論されること
が多い（Wolfinger and Rosenstone 1980; Highton 
and Wolfinger 2001; Shapiro 2004）。すなわち，
教育期間を終えて就職し，あるいは結婚や出産
といった一連のライフプロセスを経るなかで，
自身の職業的・社会的立場に沿って政治的利益
を追求するようになる。子どもの頃とは異なり，
こうした「利益民主主義」の枠内への参入を通
じて，政治への関心を高めることが理論的に想
定されている（川上 １９９４）。また後期社会化は，
初期社会化に比べてもその影響力が強く，それ
に応じて政治関心も加速度的に高まっていく
（Prior 2010）。
　このような初期社会化と後期社会化の関連に
ついて，特に欧米では初期社会化の強さが指摘
される一方で，日本では後期社会化の影響が強
い（三宅 １９８５）。とくに職業と支持政党には強
固な関係にあり，その体系は「職業利益団体編
成モデル」と呼ばれるほどである（三宅 １９８５， 
１９８９，１９９８）。こうした後期社会化において形
作られる意識は，時に初期社会化によって形作
られた政党支持態度（４）を逸脱するほどであり，
党派性の低い日本の政治文化では特にその傾向
が強い（三宅 １９８５）。
　以上の先行研究は，初期社会化は「規範の内
面化」，後期社会化は「利益民主主義への参入」
を通じた政治的人格の形成が考えられていると
まとめられる。すなわち，子どもの頃は民主主
義や選挙といった政治制度への適応を通じて政
治関心が形作られる一方で，成人以降は，準拠
集団にもとづく政治的利益の追求を通じて政治
関心を高めるのである。またこれを前提として
若年層は，社会的・職業的利益が未確定であり，

それが関心形成の阻害要因となっていることを
意味している。

２．２　先行研究の課題
　以上では，政治的社会化の構造と機能に注目
して先行研究の知見をまとめた。しかし先行研
究では，本稿のリサーチクエスチョンを検討す
る上で以下２点の課題が残されている。
　その第一は，初期／後期社会化の機能と年齢
集団の関係をめぐる仮定にある。先行研究の知
見は，端的に言えば，多数の新有権者は職業的
立場を持たないために呼応する政治的利益には
反応することがなく，それゆえに若年層は政治
関心を持ちにくいとのロジックにある。また若
年層の政治関心を分析する際は「無関心（関心
なし）」に注目されることが多く（たとえば，
Bennett 1997），初期社会化がどの程度，若年層
の政治関心を高めるのかについてはさほど明ら
かになっていない。これは同時に，仮に新有権
者をはじめとする若年集団における「政治的利
益」が存在したとしても，それに反応して関心
を高めはしないことを意味している。また若年
層には「政治的利益」が不在だと想定するから
こそ，初期社会化を議論する際は，個別具体的
な政治的利益ではなく，政治の諸制度や規範に
関する情報伝播のみを取り扱っている。ただし
この点について，新有権者が関心を高める際，
政治規範の伝播にのみ反応することを想定する
ことはさほど現実的とはいえない。実際に，新
有権者であっても一定の割合で関心を有してい
るが，それが初期社会化による効果によること
を主張するためには，新有権者（ないし若年層）
で特徴的に「政治的利益」よりも「政治規範」
に関する政治的情報に対して反応しやすいこと
を示さなければならない。また，初期社会化に
おける（政治規範に関する）情報への反応性が
若年層において「特徴的に」高いことを検証す
るためには，裏返すと加齢にしたがって「政治
的利益」に反応しやすくなることも加えて示す
必要もある。しかし先行研究では，初期社会化
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は若年層，後期社会化は年長世代に対して，独
立して機能するものとして扱っている。それゆ
えに，若年層に特徴的な関心形成の条件を理論
的に説明できていない。
　第二の課題は，社会化と関心形成の因果関係
の不在があげられる。先行研究において社会化
の効果を検証する際は，大学生や高校生などを
対象としたアンケート調査を用いた分析が中心
的である。たとえば，政治関心を応答変数とし
て，公民科目への関心度や，政治関連のメディ
ア接触量を「規範の内面化」と操作化した説明
変数が有意か否かを回帰分析によって実証する
（たとえば，石橋 ２０１４）。ただしこれらの分析で
は，内生性（endogeneity）の問題を孕むため，
「社会化→政治関心」という因果経路を十分に
示しえていない。社会化による関心形成のメカ
ニズムを明らかにするためには，この点も解決
する必要がある。
　これら２点の課題に対して本稿では，以下の
解決を試みる。第一の課題は，関心形成に対す
る社会化の機能について，初期社会化は「規範
情報の伝播」，後期社会化は「利益情報への反
応」との先行研究の知見に則った上で，質的に
異なる２つの情報に対する新有権者と既存有権
者における反応の違いが生じるメカニズムを理
論的に提示する。そうすることで，若年層に特
徴的な社会化の構造を明らかにできる。第二の
課題は，サーベイ実験を用いる。近年，上記で
指摘した回帰分析の限界とそれに変わる実験的
手法の有効性が指摘される（たとえば，飯田・
松林 ２０１１）。本稿では，新有権者と既存有権者
を被験者とする２つのサーベイ実験の比較を通
じて，社会化と年齢集団の関連について検証を
試みる。

３．理論と仮説

　本節では，先行研究の知見に則った上で，年
齢集団ごとに生じうる初期／後期社会化のメカ
ニズムを提示した上で検証すべき仮説を導出す
る。

　先行研究の検討でも触れたように，初期社会
化と後期社会化とでは，社会化のエイジェント
だけでなく，そこで伝播する情報の質も大きく
異なる。まず初期社会化では，民主主義や選挙
といった政治制度に関する政治的規範に類する
情報環境の影響が考えられる。また初期社会化
によって形作られる意識（とくにPID）の安定
性は，若年期において政治的選好が未確定であ
ることに加えて，政治規範に関する情報に限定
された環境に長期的に晒されることで生じる強
力なプライミングにも由来する（Shani 2009）。
すなわち初期社会化は「政治規範に関する情報
（以下，規範的情報と呼ぶ）の影響を受けるこ
と」と考えられる。他方の後期社会化は，成人
（有権者）になって以降の社会的・職業的地位に
もとづいて，準拠集団に対する社会帰属意識
（social identification）が高まると同時に，所属す
る準拠集団の利益を追求するようになる（平野 
２００７）。たとえば，これまで政治に関心を持っ
ていなくても結婚や出産に際して，子育て支援
に熱心な政党や候補者が誰かを調べることは一
般的にもよくある。すなわち後期社会化は「政
治的利益に関する情報（以下，利益的情報と呼
ぶ）の影響を受けること」と考えられる。
　この２つの社会化のタイプは，政治関心を高
めるという意味では同様に「政治的社会化」で
あるが，年齢集団との関連においては，関心喚
起に与える「情報」の種類が質的に異なる。前
者の規範的情報は，初期社会化の想定にしたが
えば，その効果は長期的に安定するはずである。
したがって初期社会化において与えられる規範
的情報は一定の影響力を担保し続けるだろう。
他方の利益的情報は，主に準拠集団に応じて与
えられるため，特定の帰属する集団を有さない
若い時期にはその効果を持たないが，社会への
参入（就職や結婚など）によって効果を有する
ようになる。さらにその効果は，加齢効果によ
って加速度的に強くなっていく（Shani 2009; 
Prior 2010）。
　以上を前提として，年齢をパラメータとした
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場合，規範的情報と利益的情報が
人々の関心喚起にいかなる影響を
与えうるのかを検討する。図１は，
加齢と各情報が政治関心に与える
効果の関係について示したもので
ある。以下では，図１に沿って詳
しく説明する。
　初期社会化が想定する規範的情
報I1の影響力をP1，後期社会化が
想定する利益的情報I2の影響力を
P2，P1の曲線とP2の曲線が交差す
る時点（P1=P2）にあたる年齢を
a*とする。つまり，P1は，a*の時
点まではその影響力を高め，その
後は，初期社会化の想定に従って，限界を迎え
るために一定となる。他方のP2は，上で述べた
後期社会化の性質上，P1に比して，その影響力
を持ち始める年齢は遅くなる。ただし加齢にし
たがって，その効果は段階的に強くなっていく
と考えられる。前節で示した先行研究での社会
化（の影響力）を敢えてこのモデルに当てはめ
るならば，初期社会化の効果は，a*を境にして，
任意の年齢a=（a*－ε）においてP1の効果が強
いこと，逆に後期社会化の効果はa=（a* + ε）
の時にP2の効果が強いことが考えられるが，こ
れらはいずれも独立した効果として検討されて
いる。ただし，a*の周辺にあたる年齢について
は，P1とP2の効果は同時に発揮しうることも十
分に予想可能である。すなわち先行研究では，
とりわけこのa*周辺における年齢域について，
初期社会化と後期社会化を独立して扱っている
ために説得が不十分なのである。
　以上のようにP1とP2は，年齢によってそれら
の効果が完全に独立しているというよりも，相
互に影響力を有する場合も考慮に入れるべきで
ある。P1とP2の両方の効果について，年齢によ
ってどのように影響力を持ちうるのかについて，
ここではP1とP2の差の絶対値に注目する。つ
まり，| P1－P2 |≒0の場合，絶対的な影響力，
すなわち絶対値は小さいものではあるが，相対

的にその差が小さいため，P1とP2は相互に影響
力を有するだろう。このことは裏返すと，| P1
－ P2 |が大きくなるにしたがって，P1もしくは
P2のいずれかの影響力しかもちえなくなること
を意味している。また| P1－ P2 |=0の前者の
場合の年齢はa*である。つまりa*は，初期社会
化と後期社会化の分岐点であり，現実社会にお
いては教育期間の終了（社会への参入）が当て
はまる。つまり，a*は，まさに２０歳前後の年齢
があてはまるため，２０歳前後では規範・利益の
いずれの情報にも反応すると予想される。他方
で，a = a* + εの場合，| P1－ P2 |は0より大
きくなることから，P2に関する利益情報のみに
反応すると考えられる。以上をまとめると，以
下２つの仮説が導出される。

＊　仮説１：２０歳前後の若者は，初期社会化
と後期社会化の影響を同程度に受けてい
るため，双方の情報を受けて政治関心を
高める
⇒　新有権者層は，規範的・利益的情報い

ずれにも反応することで政治関心を高
める

＊　仮説２：２０歳以上では，後期社会化の効
果が相対的に大きくなるため，利益に関
する情報によってのみ政治関心を高める
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図１　規範情報と利益情報が政治関心に与える影響に関するモデル
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⇒　既存有権者は，規範的情報は反応せず，
利益的情報に反応して政治関心を高め
る

４．実験デザイン

４．１　サーベイ実験の概要
　前節で示した仮説について，サーベイ実験を
通じて検証する。以下では，本稿の実験デザイ
ンについて具体的に説明を加える。
　本稿では，仮説の内容に照らしあわせて，新
有権者（１８歳と１９歳）を被験者群とする実験と
既存有権者（２０歳以上）を被験者群とする２つ
の実験を行った。前者の新有権者群の実験は，
２０１５年１月１９日に関西大学法学部・現代政治論
２の講義の学生を対象に実施した。なお同講義
は，受講生が２００人を越えるものであり，かつ主
に１年生を対象とする授業であるため，そのほ
とんどが１８歳もしくは１９歳の新有権者である。
調査方法は，質問紙によって行い，被験者数は
２２１名であった（５）。また，被験者には調査票ご
とに異なる情報が書かれていることは伏せた上
でランダムに配布することで，実験群ごとに無
作為配分するようにした。加えて，調査票ごと
に異なる情報（内容）であることが周囲に伝わ
らないよう，相互にコミュニケーションできな
い環境を確保して実施した。他方の既存有権者
実験は，２０１５年３月１０日〜１１日にファストアス
ク社のパネルモニター３３３名（２０歳以上）を対
象に実施した。既存有権者群での調査はWEB
方式で行い，新有権者群と同様の３パタンの情
報について，コンピュータ上でランダムに１つ
を提示する形で実施した（６）（７）。

４．２　実験でのシナリオ内容
　本実験では，政治規範に関する内容と政治的
利益に関する内容に相当するシナリオを読んで
もらうことで各社会化の効果を検出する。実験
シナリオは，若年層の低投票率がもたらすシル
バー・デモクラシーを題材として，規範的情報

ではそれが民主主義に与える影響を，利益的情
報では世代利益に与える影響に関する情報を与
えた。具体的に説明しよう。
　まずは冒頭において，「以下は，政治に関する
エッセーです。これをよくお読みいただいたあ
とに，質問にお答え下さい」と但し書きした上
で，以下のシナリオを読んでもらった。

【リード文】（実験群３・６）
　２０１４年１２月の衆議院総選挙における投票率は，
戦後最低の５２.７％でした。とくに，若い世代の
投票率は大変低いものでした。一般的に，政治
家は，投票に行ってくれない若者の意見よりも，
絶対に投票してくれる老人や年長の世代の意見
の方に耳を傾けていると言われます。またその
結果，さまざまな政治の結果に影響があると言
われています。

　以上の内容は，若者の政治参加に関して一般
的に指摘される内容である。統制群では，リー
ド文のみを情報として与えた。残る２実験群に
ついては，リード文に続く形で以下の情報をそ
れぞれ与えた。
　
【規範情報の実験群】（実験群１・４）
　たとえば，若者の低投票率が続くと，若者世
代と年長世代の利益を調整することが出来ず，
ひいては民主主義をうまく運営できなくなる可
能性があります。つまり，世代間の投票率格差
は，今後の日本の民主主義を維持する上で悪い
形で影響しているのです。

【利益情報の実験群】（実験群２・５）
　たとえば，大学生の就職支援や子育て支援な
ど，若者に利益のある（得をする）政策への予
算が減る可能性があります。つまり，世代間の
投票率格差は，若者が実質的に損をする形で影
響しているのです。

　まず規範的情報を与える実験群１・４では，
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世代間の利害調整が難しくなる結果，民主主義
の正統性が低下することが懸念されているとの
情報を提示した（８）。他方で利益情報を与える実
験群２・５では，若者の利益に関する情報，具
体的には就職支援や子育て支援といった政策に
対する予算が減少する可能性があるとの情報を
示した。
　以上の内容を提示した後，「上の内容を読ん
で，あなたは，政治のできごとに，どの程度，
興味を持ちましたか。あなたの正直なお気持ち
をお答え下さい」と質問し，「興味をもった」か
ら「興味をもたなかった」の４件法にて尋ねた。
　また新有権者と既存有権者のいずれの調査で
も，上記の実験の前に，一般的な政治関心につ
いても尋ねた（９）。本実験の目的は，関心が「高
まる」条件を特定することにある。つまり実験
後の関心が高い（本実験では実験後の質問で「興
味をもった」と回答した者）場合であっても，
そもそも日常的に政治関心が高い（本調査では，
政治にいつも注意を払っているとの質問に対し
て「注意を払っている」と回答した者）場合は，
各情報の効果によって関心が高まったとは言え
ない。そこで以下の分析では，実験前に尋ねた
関心量（Ipreとする）と，実験後に尋ねた関心量
（Ipostとする）の差分をとった（Ipost
－Ipre）を作成し，そこで関心が喚
起された人々の割合を応答変数と
して検討する。そうすることで，
情報刺激そのものに由来する効果
を明らかにすることができる。

５．実験結果

　前節の実験結果について，新有
権者群および既存有権者群におけ
る関心喚起量を示したものが図２
である。
　まず新有権者群について見ると，
実験群１（規範；N＝６５）では０.８３，
実験群２（規範；N＝７５）は０.６４，
実験群３（統制群；N＝７４）では

０.５２であった。他方の既存有権者群では，実験
群４（規範；N＝１０９）は－０.１４，実験群５（規
範；N＝１０５）は０.７６，実験群６（統制群；N＝
１１０）では－０.１５であった。この結果より新有権
者群では，情報内容にかかわらず，シナリオを
読んだことによって政治への関心が高まってい
る。また当初の予測通り，実験群３（統制群）
では関心喚起量が最も小さく，それに比べて，
実験群１および実験群２は関心喚起量が大きく
なっていることも確認できる。
　他方の既存有権者群では，実験群４および実
験群６の関心喚起量が負の値を示している。つ
まりこの２つの実験群では，シナリオの情報を
読んだことによって，実験前よりもむしろ関心
が低下したことを意味している。では，なぜこ
の２つの実験群において関心が下がったのであ
ろうか。この点について，応答変数の分布を確
認したところ，以上２つの実験群以外での最小
値は－３，最大値は３であったが（１０），実験群４
および６では，最小値は同様に－３であるもの
の，最大値は１と関心喚起量の限界値が他に比
べて低いことがわかった。また既存有権者群は
年長世代が多数を占めることから，そもそもの
政治関心，すなわちIpreが高く，それゆえに実験
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図２　実験群ごとの関心喚起量
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後の関心との差分が「０」に偏っていることも
確認された。つまり，有権者群における実験群
４と実験群６では，以上の傾向によって，全体
としての関心量も負の方向に引きずられたと考
えられる。
　これらの点に留意しつつ，本稿の仮説を検証
する。図３は，新有権者群／既存有権者群のそ
れぞれの実験群における関心喚起層の割合を示
したものである（１１）。まず新有権者から確認し
よう。ここでは，規範・利益のいずれの刺激で
も関心が高まる（仮説１）との仮説である。図
３の左部をみると，新有権者群の統制群（実験
群３）において，関心喚起層の割合は５０.０％で
ある。対して，規範的情報を与えた実験群１で
の関心喚起層は６４.４％である。すなわち規範的
情報は，新有権者群における政治関心層を
１４.４％増加させる効果を有する。さらにこの統
制群との差について母比率の差の検定を行った
ところ，５％水準（p＝０.０４１；片側）で統計的
に有意である。また利益的情報を与えた実験群
２の関心喚起層は５６.１％である。すなわち利益
的情報は，政治関心層を６.１％増やす効果を有
するものの，統制群との差はp＝０.２３１（片側）
であって，１０％水準（片側）でも統計的有意な
結果は得られなかった。

　続いて，既存有権者群について確認しよう。
ここでの仮説は，２０歳以上の有権者では，利益
的情報によってのみ関心が高まるというもので
ある。図３右部をみると，既存有権者における
統制群（実験群６）での関心喚起層の割合は
１７.３％である。対して，実験群４での関心喚起
層は２０.２％であり，規範的情報は，既存有権者
における政治関心層を２.９％増加させる効果を
有している。ただし統制群との差についての母
比率の差の検定を行ったところ，１０％水準（p＝
０.２９１，片側）でも統計的に有意な結果は得られ
なかった。他方で，利益的情報を与えた実験群
５の関心喚起層は２６.７％である。すなわち利益
的情報は，既存有権者における政治関心層を
９.４％増やす効果を有しており，さらにこの差は，
５％水準（p＝０.０４７，片側）で統計的に有意で
ある。
　以上の分析結果をもとに仮説を検証する。ま
ず新有権者では，規範的情報によって関心を高
める効果は確認されるが，利益的情報について
同様の効果はみられなかった。逆に既存有権者
では，利益的情報に反応して関心を高めるもの
の，規範的情報に対して反応することで関心を
高める効果はみられない。したがって仮説１は
完全に支持されるものではないが，仮説２は概

ね支持されたとみる
ことができる。

６．結論と含意

　以上では，「新有
権者は，いかにして
政治関心を形成する
か」とのリサーチク
エスチョンについて，
とくに初期社会化と
後期社会化の効果に
関するサーベイ実験
を通じて明らかにし
てきた。先行研究で
は，とくに若い有権
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図３　実験群ごとの関心向上層の割合
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者における政治関心は主に初期社会化によって
形成されることを指摘しつつも，それが「なぜ」，
効果を持ちうるのかに関するメカニズムに関し
て実証的に示されてこなかった。そこで本稿で
は，初期社会化を「政治規範」，後期社会化を
「政治的利益」のそれぞれの情報への反応性が
高まることを社会化の機能と定義した上で，質
的に異なる２つの情報と年齢集団の関連を明ら
かにするべくサーベイ実験を行った。実験結果
より，新有権者群では規範情報，既存有権者群
では利益情報のそれぞれが政治関心を高める効
果を有することが示された。
　以上の結果は，先行研究の知見とも整合的で
ありながら，初期／後期社会化における相互の
影響に注目することで，政治的社会化理論にお
ける新たな解釈を与える。とりわけ日本におい
て後期社会化が優勢であるとの知見（三宅 
１９８５）に対して，初期社会化も特定の年齢集団
において一定の意味を持ちうることを提示する
点で新しいといえよう。
　加えて本稿の分析結果は，規範的な意味にお
いても一定の示唆を与える。一般に若者は，政
治への関心が低く，それゆえに「民主主義の危
機」を招きかねないとして懸念されることも少
なくない。確かに，若者の政治離れは民主制の
正統性を脅かしかねず，１８歳投票権はまさにそ
れを未然に防止しようとする試みである。ただ
し，若者に対して，無闇に政治関心を高めるこ
とが必ずしも正しいとは限らない。たとえば，
１９６０〜７０年代の学生紛争期の若者は，現在の若
者よりも高い水準で政治に関心を有していたで
あろうが，それゆえに暴力的な運動に発展する
ケースも散見され，民主主義の安定性の観点か
らみれば逆説的に危機を招きかねない状況であ
ったとも考えられる。このことを想起すれば，
とくに現在の若年層の政治離れの改善策を考え
る上では，いたずらに対立を煽ることで関心を
高めるのではなく，民主主義そのものの安定性
に資する関心の高め方を議論する必要がある。
この点について（意外にも）若い人々は，民主

主義や選挙に関する「真面目な政治の話」にも
耳を傾け，それによって政治関心が高まること
が，一方の年長世代では，専ら政治的な利益に
引きずられる形での関心形成が確認された。す
なわちこれは，同じ「政治関心」であっても，
世代間によって異なる意味を帯びているとも考
えられるのである。もっとも，あくまで「入力
（input）」の側面から関心形成を検討する本稿の
射程からは逸脱する議論ではあるが，理論的に
も実践的にも検討の余地があるだろう。
　最後に，数多ある本稿の課題と限界を指摘し
ておく必要がある。第一の課題は，理論の仮定
に関する点である。本稿では，政治的社会化の
前提として加齢効果（aging effect）のみを想定
して一時点データを用いて検討した。そのため，
関心形成に与える世代（generation effect）や時
勢（period effect）の効果による影響は本稿の分
析枠組みに組み込まれていない。いわゆる識別
問題への対応は困難を伴うものの（善教 ２０１３），
３節でのモデルの拡張・実験の継続的な実施を
通じて解決する必要がある。
　第二の課題は，サーベイ実験における母集団
の偏りに関する点にある。とりわけ新有権者群
は，あくまで一部の大学生であって，「１８〜１９歳
の人々」と一般化することには留保が必要であ
る。また，政治学の授業を受けた後だからこそ
得られた結果であるとの批判も考えられる（１２）。
あるいは一実験群あたり２桁程度のサンプルサ
イズであることも分析結果の妥当性を考える上
で課題となりうる。もっとも，サンプルサイズ
が小さいにもかかわらず統計的有意が示された
点を考えると，一定の頑健さを有するとも考え
る。以上の調査上の問題には自覚的になりつつ
も，既存の政治系サーベイの多くが２０歳以上を
対象としてきたことや，政治的社会化がグラン
ドセオリー化していたことを踏まえれば，本稿
の知見に全く価値がないわけではないだろう。
しかしながら，新有権者群における利益的情報
の効果が検出されなかった点などでは，以上の
課題が影響している可能性も十分に考えられる。
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今後は，被験者の偏りにも配慮した上で検証を
重ねる必要があるだろう。

［謝辞］　本稿は，市民会館崇城大学ホール（熊
本県）で行われた２０１５年日本選挙学会研究大
会「政治的社会化の諸相」での報告論文「非
有権者における政治関心の形成メカニズム：
政治的社会化の再検討を通じて」に加筆修正
を行ったものである。報告時点において１８〜
１９歳は「非有権者」であったが，現在は法的
・実際的にも有権者であるため「新有権者」
とタイトル等を変更した。司会者の飯田健先
生（同志社大），討論者の亀ケ谷雅彦先生（山
形県立米沢女子短期大）をはじめ，フロアの
皆さまにも大変有益なコメントを頂いた。ま
た，新有権者群の実験は，坂本治也先生およ
び受講学生のみなさんにご協力いただいた。
諸点で，特に深く感謝申し上げる次第である。
無論，本論に残された誤りはすべて筆者に帰
する。

（１）　実際に，投票権引き下げ時の質問主意書
（参議院）には，「若年層の投票率が極めて低
い現状にあって，若者に門戸を広げる選挙権
年齢の引下げは，政治離れを食い止める上で
も大きな意味がある」（参議院「質問主意書：
参議院」，URL：http://www.sangiin.go.jp/japane 
se/joho1/kousei/syuisyo/189/syuh/s189087.html，
閲覧日：２０１５年４月１９日）と明記されている。

（２）　文部科学省によれば，現役における大学
・短大・専門学校への進学率は７０.９％であり，
国際的に見ても，日本の進学率は極めて高い
水準にある。

（３）　グリーンスタインは小学２年生，イース
トンらは小学４年生を対象としている。

（４）　アメリカで見られるような情緒的な結び
つきとしてのPIDに比べて，日本の政党支持
は認知と感情が融合しており，三宅はこれを
政党支持態度として異なる概念であることを
示している（三宅 １９８５）。

（５）　ただし，２０歳以上の学生も受講していた
ため，２０歳以上の者は分析から除外した。そ
のため，分析結果における被験者数は２２１よ
りも少なくなっている。

（６）　なお本実験では，いずれの被験者群の調
査においても，ともにサンプルサイズが小さ
いことや大学生の回答傾向（三浦・小林 ２０１６）
を考慮してSatisficerに関する処理は行って

いない。
（７）　紙幅の関係上，バランスチェックの詳細
を示すことができないが，新有権者群／既存
有権者群ともに，概ね，実験群間での共変量
に統計的有意な差はなかったことを付してお
きたい。

（８）　実験において強調したい内容（部分）は，
太字かつ下線を施した。

（９）　具体的には，「以下の５つの政治の話題
に対して，あなたは，どの程度注意を払って
いますか。１つだけ○印をつけてください。」
と尋ねたうち，「政治的なことがら全般」の項
目を利用する。選択肢は「注意を払っている」
から「注意を払っていない」の４件法である。
ここでの尋ね方は，実験後の尋ね方とは異な
るため，厳密にいえば両者の単純な差分を用
いるべきではない（Flanagan and Gallay 1995; 
Shani 2009）。この点について本実験では，実
験であることを回答者に悟られないことを重
視して，次善の策として通常の関心質問と実
験での関心質問で異なる文言を用いた。

（１０）　最も関心量が高くなる場合は，実験前に
「関心がない」（Ipre＝１）が，実験後に「関心
がある」（Ipost＝４）と回答する場合，すなわ
ちIpost－Ipre＝４－１＝３が最大値となる。逆
に最も関心量が低くなる場合は，実験前に
「関心がある」（Ipre＝４）が，実験後に「関心
がない」（Ipost＝１）と回答する際であり，す
なわちIpost－Ipre＝１－４＝－３が最小値とな
る。

（１１）　ここでは，関心喚起量が－３から０，つ
まり関心が低下した，あるいは変わらなかっ
た場合を０，逆に関心喚起量が１〜３，つま
り関心が高まった場合に１をリコーディング
した。

（１２）　他の大学生（筆者が授業を担当している
同志社大学・京都女子大学・近畿大学など）
を対象として全く同様の実験を行ったところ，
概ね本稿と同様の分析結果が得られたことも
付しておきたい。
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